
令和６年度滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり推進計画

関連事業の実施状況

令 和 ７ 年 ８ 月 2 2 日
滋賀県総合企画部CO₂ネットゼロ推進課
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滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり推進計画の概要

１. 計画期間

2021年度（令和3年度）から2030年度（令和12年度）までの10年間

※2025年2月に国において「地球温暖化対策計画」や「エネルギー基本計画」等が改定さ
れたことを踏まえ、今年度計画の見直しを行う。（計画期間の延長、削減目標の設定等）

２. 目指すべき将来像

2050年のＣＯ₂ネットゼロの実現に向けて実施する「地域づくり」「人づくり」「社会経済活

動」など、あらゆる取組によって、単に温室効果ガス排出量を削減するだけでなく、様々な

形で地域課題の解決や地域の活性化が実現する姿を目指す。

３. 温室効果ガス削減目標

排出削減・吸収量の確保により、2030年度において、2013年度比50％減を目指す。

４. 計画の体系

ＣＯ₂ネットゼロ社会の実現に向けて、次の８本の柱に沿って取組を進める。
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中期目標の進捗状況

■温室効果ガス排出量

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030（目標）

※2013年度から2022年度までの吸収量は森林吸収量（林野庁提供データ）のみの値

目標
▲５０％▲28％

７１１

（基準年）

（万ｔ-ＣＯ₂）
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３.
新たな価値を生み出し
競争力のある産業の創出

４.
資源の地域内循環による
地域の活性化

７.
気候変動への適応

８.
県における率先実施

５.
革新的なイノベーションの創出

６.
ＣＯ₂ネットゼロ社会に
向けたムーブメントの創出

１.
CO₂ネットゼロにつながる
快適なライフスタイルへの転換

２．
自然環境と調和するＣＯ₂を
排出しない地域づくり

ＣＯ₂ネットゼロ社会づくりへの挑戦

地域・経済の活性化

ＣＯ₂を排出しない社会づくり
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１. CO₂ネットゼロにつながる
快適なライフスタイルへの転換

県民１人あたりのCO2排出量 67％削減（２０１３年度比）
県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合 70％

１ 住宅における省エネ・再生可能エネルギー導入の推進１

２ 個人や家庭の取組の見える化２

３ 次世代自動車等の普及３

● さらなる省エネルギー・再生可能エネルギー導入の徹底が必要
・個人レベルでの取組意識のばらつきは大きく、個人や家庭でのさらなる省エネルギー・節電の徹底が求められます。
・FITの買取価格の低下により再生可能エネルギー導入が減速傾向にあります。

● 個々の家庭の取組に対する効果が見えにくい
・個々の家庭での取組の温室効果ガス排出削減に対する効果を見える化し、省エネや再生可能エネルギー導入に向けた取組を促す必要があります。

課題

2030年度目標
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１ 住宅における省エネ・再生可能エネルギー導入の推進１
家庭向け再エネ・省エネ設備の普及に向けた支援

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

省エネ住宅にかかる情報提供
【住宅課】

6

県民が安全で安心して暮らせる質の高い住まいを確保できるよう、住
宅相談体制や住情報提供体制を整備し、総合的な住宅相談・リフォーム
相談・住情報の提供を行いました。

相談件数73件（うち、省エネに係る相談14件）

快適でうるおいのある安全・安心な住まい・
まちづくりを推進するため、湖国すまい・まち
づくり推進協議会が行う滋賀県の住宅政策に
資する取組に対し支援しました。

・令和６年度住宅省エネ化基礎セミナー
（R７.２.27開催）

（内容）
省エネ法の概要
省エネに向けた住宅設備の取組
窓断熱についてもっと知ろう！

家庭部門のＣＯ₂ネットゼロに向けて、個人用既築住宅において、太陽
光発電システム等の再エネ・省エネ設備を購入・設置した者に対して助
成を行い、家庭部門における省エネ・創エネ・スマート化を総合的に推

進するため、支援を行いました。（補助件数 1,2６９件）。
（年間約 1116.7ｔ－ＣＯ₂の削減効果）

令和６年度 補助件数一覧

重点対策加速化事業 基本対策推進事業

補助対象設備
（区分）

件数(件)
補助対象設備
（区分）

件数(件)

太陽光発電 55 太陽光発電 159

給湯器 365 太陽熱利用 0

エネファーム 44 給湯器 102

蓄電池 52 エネファーム 34

断熱改修 1 蓄電池 391

空調設備 5 V2H 9

換気設備 1 窓断熱設備 43

照明機器 8

計 531 計 738



２ 個人や家庭の取組の見える化２

地球温暖化防止活動推進センターの活動

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、「滋賀県地球温暖化防止活動推進センター」において、
県民向けの普及啓発活動等を実施しました。（実施状況は次頁）

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

滋賀県

滋賀県地球温暖化防止活動推進センター

家庭等における省エネ取組を推進するため、滋賀県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、普及啓発活動、
メールマガジンによる情報提供、うちエコ診断、出前講座等を実施。

地球温暖化防止対策推進法に基づき、平成12年10月に（公財）淡海
環境保全財団を、「滋賀県地球温暖化防止活動推進センター」に指定。
（令和６年２月再指定）

≪事業内容≫
● 啓発・広報活動
● 推進員の活動支援
● 相談・助言
● 調査・分析
● 情報提供

概要

指定委託 委嘱

地球温暖化防止対策推進法に基づき、知事は地球温暖化対策に関す
る普及啓発や地球温暖化防止活動の推進に熱意と識見を有する方を、
滋賀県地球温暖化防止活動推進員として委嘱。
第13期滋賀県地球温暖化防止活動推進員： 99名
委嘱期間：令和6年4月1日から令和8年3月31日まで

≪事業内容≫
● 住民に対する地球温暖化防止対策推進のための普及啓発
● 効率的普及啓発を行うための企画立案・調査研究
● 住民への助言・情報提供・その他の協力
● 国や地方自治体へ施策協力

滋賀県地球温暖化防止活動推進員
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【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

省エネ行動の普及啓発

ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり出前講座

商業施設において「省エネ啓発イベント」を開催したほか、夏休み自

由研究講座を３回開催することにより、子どもや保護者への啓発を行
いました。
また、県内イベント等で、地球温暖化防止活動推進員による家庭に
おける省エネ行動の啓発活動を３８回実施しました。

うちエコ診断の実施

市町や公民館、環境イベント等において「省エネ・節電提案会」を

２1回開催し、環境・エネルギーに関する専門知識を持った「うちエコ診
断士」が家庭の省エネ対策を提案する「うちエコ診断」を１11件実施し
ました。

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

情報発信 【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

ＣＯ₂ネットゼロに関する情報をネットゼロ通信（6回発行）および
メールマガジンにより提供しました。（４９回配信）

ＣＯ₂ネットゼロ社会づくりに向けた環境学習を推進するため、県内

の小・中学校等において「ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり授業」を126回
実施するとともに、地域の団体に対して出前講座を70回実施しまし
た。

発行月 テーマ

6月 夏はすぐそこ！暑さへの準備はできていますか？
ー熱中症の正しい予防法を知ろうー

8月 “夏は涼しく、冬は暖かい”おうち時間
ー断熱で省エネ＆快適な暮らしー

9月 今さら聞けない！？太陽光発電のしくみ
ー自宅でエネルギーの自給自足が可能にー

1月 わたしたちは毎日おにぎりを１個ずつ捨てている！？
ー“もったいない”のは食べ物だけじゃないー

2月 あなたのお買い物が地球の未来の大きな分かれ道に
ー買い物は「投票」ですー

3月 「ごみ」ではなく「資源」として循環する社会へ
ー捨ててしまう前に…本当にそれは「ごみ」？ー

[ネットゼロ通信]
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３ 次世代自動車等の普及３

次世代自動車の普及啓発
【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

【交通戦略課】公共交通の推進

商業施設において企業との連携し、次世代自動車の普及促進を図りま
した。

9

マイカー中心から公共交通中心へ、県民の意識とライフスタイルの

転換を推進しており、この一環として県内18市町73校の小学生を
対象に、バスや電車の乗り方などを学ぶ「交通環境学習」を実施しま
した。

草津線沿線の事業所に勤務する従業員等の通勤手段を自家用車
から公共交通機関へとシフトさせることを目的として、県内での企
業向けモビリティ・マネジメント（MM）を実施し、８事業所の計25名
からモニターとして参加いただきました。

【R6結果】

・従業員アンケート回収数 349人

・お試し通勤モニター参加者 25人

・草津線利用増意向者 24人

（うち草津線通勤転換者 7人（都度）、

2人（毎日））

個人および事業者が次世代自動車（EV、PHV、FCV）および充電設
備を購入するのに要する費用の一部を補助しました。
なお、EVおよびPHVについては、太陽光発電システムの設置を補助
要件とすることにより、再生可能エネルギーによる走行でCO2排出量
削減を図りました。

【補助件数】
次世代自動車： ２８台(EV20台、PHV８台、FCV０台)

充電設備： ４３台
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対策数値指標１

■県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合

県民１人あたりのCO2排出量 67％削減（２０１３年度比）
県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合 70％

2030年度目標

■県民1人あたりの二酸化炭素排出量

（資料）滋賀県域からの温室効果ガス排出量（2022年度）の実績（家庭部門） より

▲29％

10（資料）（一社）日本自動車販売協会連合会「新車登録台数年報（第48集）」を用いて作成

ガソリン車
33.9%

ディーゼル車
4.1%

EV
0.8%

FCV
0.0%

PHV

1.7％

HV
59.6%

次世代自動車等

62.0%

2023年度実績
集計中



2. 自然環境と調和するＣＯ₂を
排出しない地域づくり

事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量 50％削減（２０１３年度比）
EV・PHV用の充電器設置台数 急速充電器 390基 普通充電器 1,560基

１ 企業における省エネ・再生可能エネルギー導入の推進

２ 企業の取組の見える化

３ 自動車から排出される温室効果ガスの削減

４ ＣＯ₂ネットゼロに配慮した農業の推進

５ 森林吸収の強化のための基盤づくり

１

２

３

４

５

● さらなる省エネルギー・再生可能エネルギー導入の徹底が必要
・事業者により省エネルギー・再生可能エネルギー導入に向けた取組のばら
つきが大きく、企業に対する働きかけが必要です。

● 個々の企業の取組に対する効果が見えにくい
・個々の企業での温室効果ガス排出削減に対する取組の効果を「見える化」
するとともに、企業間の情報共有を推進することで、企業での省エネや再
生可能エネルギー導入に向けた取組を促す必要があります。

● 次世代自動車等の普及に向けた環境整備が必要
・運輸部門からの温室効果ガスの排出削減に向け、走行時にＣＯ₂を排出し
ない環境性能に優れた次世代自動車等（電気自動車（EV）、燃料電池自動
車（FCV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、ハイブリッド自動車
（HV）等）の普及が重要です。

● 農業における温室効果ガス排出削減の更なる取組が必要
・本県の農業におけるこれまでの成果をさらに推進する必要があります。

● 過度に自動車に依存しないまちづくりが必要
・地域や人口規模に応じたサービス機能が集積する多様な拠点がつながる
拠点連携型都市構造や、「居心地が良く歩きたくなるまち」への転換が必要
です。

● 森林・木材における炭素の吸収・貯蔵が必要
・従来の間伐等の促進に加え、主伐・再造林等の更新による炭素の吸収促
進や、木材利用による炭素貯蔵等を図る必要があります。

課題

2030年度目標
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１ 企業における省エネ・再生可能エネルギー導入の推進１

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】専門家による無料省エネ診断の実施
【中小企業支援課】中小企業の取組への支援（貸付）

オフィスにおける省エネの推進 【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】省エネ・再エネ等設備導入支援

12

中小企業等における計画的な省エネ行動を促進するため、 （公財）滋
賀県産業支援プラザの専門家を派遣して省エネや電気需要の平準化
に関する助言・提案を行う省エネルギー診断事業１１５件に対して支援
を行いました。

オフィス等における省エネ行動を促進するため、関西広域連合と連
携し、関西エコオフィス運動の展開や統一省エネキャンペーンによる省
エネの呼びかけなど、取組の定着に努めました。

中小企業等における計画的な省エネ・再生可能エネルギー等設備の
導入を促進するため、 （公財）滋賀県産業支援プラザが行う中小企業
等への設備導入補助事業に対して助成を行いました。

（補助件数５６件） （年間約532.03ｔ－ＣＯ₂の削減効果）

設備種別ごとの補助実績 件 数

◎省エネルギー設備

・照明設備
・空調設備
・冷蔵冷凍設備
・その他、窓断熱等

３８件
１３件
５件
４件

◎再生可能エネルギー等設備

・太陽光発電設備
・蓄電池

１０件
４件

※ 複数設備導入案件があるため、総数と内訳は不一致

省エネおよびＣＯ₂排出量削減に取り組む中小企業者等に対し、省エ
ネ・再生可能エネルギー設備等の導入に必要な資金を貸し付けました。
■中小企業振興資金貸付金 政策推進資金（ＣＯ₂ネットゼロ推進枠）

R６新規貸付実績 13件 ６０,７８0千円（保証料軽減補助対象分）

中小企業団体ＤＸ・ＧＸ推進事業補助金 【中小企業支援課】

中小企業団体中央会が実施した、省エネ手法を各事業協同組合
に紹介するセミナーの開催費事業や、各事業協同組合が行う、Ｄ
ＸやＣＯ₂ネットゼロ事業に要する経費について、定額を補助した。
（セミナーの実施 １件） （各事業協同組合への補助件数 ６件）



【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】事業者行動計画書制度の推進

条例に基づく「事業者行動計画書制
度」を運用し、対象事業者から提出され
た計画書等について、その概要を取り
まとめ、県ホームページにおいて公表
「見える化」することにより、事業者の自
主的な取組の推進およびＣＯ₂ ネットゼ
ロ社会に向けた機運の醸成を図りまし
た。

【報告書の提出事業所数】

事業者行動報告書 4０２事業所

２ 企業の取組の見える化２
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【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

表彰制度を通じた取組の見える化

貢献量評価の普及促進

「しがＣＯ₂ネットゼロみらい賞」として、ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり
に資する事業者の主体的な取組、製品・サービス等に対して知事表
彰を実施し、取組等についてシンポジウムや県のパンフレット・HPな
どにより周知を行いました。
【表彰件数】

■先進導入・実践部門：2社
・株式会社木下カンセー
・株式会社瀬田月輪自動車教習所

■製品・サービス部門：１社
・髙橋金属株式会社

■地域づくり部門：２団体
・トヨタモビリティパーツ株式会社滋賀支社
・株式会社がんさん

当県には、再生可能エネルギーや省エネ製品、また、その部品や素
材を製造する工場が多く立地しています。これらの製品は、生産では
ＣＯ₂を排出しますが、製品の使用先で大きなＣＯ₂削減につながりま
す。
県では、そのような他者のＣＯ₂排出削減につながる事業活動を“貢
献” ととらえ、定量的に算定する「貢献量評価」を推進しています。

条例に基づく事業者行動計画書制度では、令和6年度に129件の
貢献取組について報告がありました。そのうち年間のＣＯ₂削減量と

して換算が可能な19件についての貢献量を試算※すると、およそ
57.4万ｔ－ＣＯ₂、県域の温室効果ガス排出量の約5.4％に相当する
値となりました。
※記載をもとに換算可能な取組のみを算定したものであり、本県産業全体に拡大推計したものではありません。
また、結果は実態と比較して過大評価・過小評価のどちらの可能性もありうるものです。
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３ 自動車から排出される温室効果ガスの削減３
【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】自動車管理計画書制度の推進

【道路保全課】運輸事業の振興

【交通戦略課・道路保全課】自転車活用の促進

公共輸送機関の輸送力確保およびコスト上昇抑制のため、運輸事
業者団体が取り組む環境保全事業に対して支援します。環境対策車
導入促進支援やEMS機器、アイドリングストップ支援機器、グリーン
経営認証取得など、各種環境対策機器・装置等の導入促進助成事業
を実施し、その他環境キャンペーン啓発グッズを作成・配布しました。

駐輪場やレンタサイクル店、サイクリングルート、自転車関連法令など、滋賀県
における自転車に関連する情報を集約的に発信するため、官民連携の協議会の
ホームページにおいて広く周知しています。

自転車安全利用指導のため、自転車利用者4,４６５人に対して交通安全
教室を５２回実施しました。この他、街頭啓発を2３３回、自転車販売店への
指導を１００回、ビワイチ参加者1,622人への啓発を２０７回実施しまし
た。
また、自転車の安全利用に関するリーフレットを作成し配布した他、子ども
自転車教室の開催や、情報発信環境の整備を進め、自転車利用の促進に繋げ
ました。

「自動車管理計画書制度」に基づき、７０事業者から提出された計画
書等について、その概要を取りまとめ、県ホームページにおいて公表
しました。
「見える化」により、事業者の自主的な取組の推進およびＣＯ₂ネット
ゼロ社会に向けた機運の醸成を図りました。
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環境こだわり農業の実践に加え、炭素貯留効果の高い堆肥施用や緑肥の作
付など、地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動に取り
組む場合に、国、市町とともに支援を行いました。
・実施件数：423件
・取組面積：12,354ｈａ
うち、地球温暖化防止に資する取組面積：11,893ｈａ
・ＣＯ₂削減効果：2５,372t-ＣＯ₂/年

炭素貯留効果の高い牛ふん堆肥について、ペレット化す
ることによる散布の省力化および作物生産性等を調査し、
マニュアルに取りまとめました。

４ ＣＯ₂ネットゼロに配慮した農業の推進４
【みらいの農業振興課】農業生産における環境対策

環境保全型農業の啓発
【みらいの農業振興課】

また、緩効性肥料に用いられているプラスチックを排出しない水稲栽培の普
及を図るため、プラスチックを利用しない肥料の現地実証に取り組みました。

地球温暖化防止効果が期待される農法で生産された、環境こだわり農産
物やオーガニック農産物の流通・消費拡大のため、ニーズのある地域での
オーガニック近江米のPR、高付加価値販売に向けた商品の検討等を支援
しました。
また、環境こだわり農産物等の認知度向上に資するため、環境こだわり農
産物コーナー設置、加工品への簡易表示、量販店での販売促進・PR活動の
支援や消費者理解の促進を図るため、産官学連携による消費者へのPRを
行いました。

CO₂ネットゼロヴィレッジ 【農村振興課】

バイオ炭施用による農地土壌への炭素貯留

【農業技術振興センター】

水田および茶園に炭素貯留効果の高いバイオ炭（もみ殻燻炭）を施
用し、土壌炭素貯留の効果や温室効果ガス排出への影響に関する調
査を開始しました。水田にバイオ炭を多量施用した場合に土壌炭素
含有量の増加が確認されました。

農村地域において再生可能エネルギーを地産地消しながら地域課
題の解決を目指す「CO₂ネットゼロヴィレッジ」の実現に向け、過年
度の実証試験の結果をもとに「滋賀県CO₂ネットゼロヴィレッジ推
進方針」を策定しました。
また、今後の取組拡大にむけてのモデルケースとするため、電力
等エネルギーの供給から設備の運営管理までを地域住民が主体と
なって行う組織の整備や再生可能エネルギーの地産地消の取組を
持続可能なものとするための計画づくりに係る経費等を、令和6年
度は2地区において補助しました。
これらの地区では、太陽光パネルにより発電した電力を生ごみた
い肥化施設や農業用機械、地域の祭り等に活用することで、再生可
能エネルギーの地産地消と地域の活性化に取り組んでいます。

再エネを活用した祭りの開催生ごみたい肥化施設



５ 森林吸収の強化のための基盤づくり５
【森林保全課、びわ湖材流通推進課、

森林政策課】森林整備 県産材の利用促進
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木の良さを体感する機会の提供により、県産材（びわ湖材）の利用
促進を図りました。

・木の香る淡海の家推進事業 新築113戸、改修2戸、木塀7戸
・木製品利用促進事業 １0箇所
・木造公共施設整備 9施設
・びわ湖材産地証明事業 84,400㎥
・次世代苗木生産システム事業 １施設 162㎡

琵琶湖漁業のICT化 【水産課】

沖曳網漁業での漁労行為をデータ
化することで、漁獲の安定化、漁労技
術の継承を図る。また、漁船操業に関
するデータと燃料消費の関係性につ
いても解析を行い、効率的な操業に
ついて検討する。

（マニュアル作成件数 2件※公開作
業中含む）

沖曳網漁業と航跡データ

農地土壌炭素貯留等にかかる基礎調査の実施

【農業技術振興センター】

水田からの温室効果ガス発生抑制に向けて、水稲連作ほ場におけ
る中干し期間の延長や秋の耕起の実施が温室効果ガス発生量に及
ぼす影響を経年調査しています。水稲栽培期間中のメタン排出量は、
過去３年間（令和４～６年度）の平均で一定の削減効果が認められま
した。



■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量(製造業のみ)

■EV・PHV用の充電器設置台数

電気自動車充電器 （参考）商用水素ｽﾃｰｼｮﾝ

急速充電器(基) 普通充電器(基) （基）

157 686 1 2025年３月時点

（資料）商用水素ステーション：燃料電池実用化推進協議会HP
充電器台数：GOGOEVウェブサイト

対策数値指標２

事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量 50％削減（２０１３年度比）
EV・PHV用の充電器設置台数 急速充電器 390基 普通充電器 1,560基

2030年度目標

約３1．1%削減
（2013年度比）

（参考）事業者行動報告書等を提出した県内事業者（義務提出者）数

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

事業者数 252 247 237 252 247 252 248 248 247 236
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2023年度実績
集計中



３. 新たな価値を生み出し
競争力のある産業の創出

１ 新たな時代に競争力を有する県内産業の創出

２ 産業構造の急激な変化に対する配慮

１

２

● 急速な世界レベルでのビジネスの変化への対応が必要
・世界的な脱炭素化の潮流に取り残されることなく、滋賀の成長を支える多様な産業と雇用の創出を目指す必要があります。

● 産業構造の変化に伴う中小企業支援（小規模事業者への支援）、雇用支援（労働者の再教育）等が必要
・中小企業や小規模事業者が大きな社会構造の変化に取り残されることなく、その機動力の高さを生かしたイノベーションが創出されるため
の支援が必要です。

課題

事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量 １２０万ｔ-CO₂

2030年度目標

18



１ 新たな時代に競争力を有する県内産業の創出

２ 産業構造の急激な変化に対する配慮

１
２

新たな技術の社会実装に向けた支援

中小企業の研究開発を支援 【イノベーション推進課】

段階に応じたCO₂排出量削減取組の支援
【イノベーション推進課】
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近未来技術の社会実装につながる実証実験について、CO₂ネット
ゼロに関する5件の取組の事業経費を補助し、コンクリートスラッジ
を利用し排ガス中の CO2 の固定化や風力発電用のプロペラの開
発などに係わる実証実験を支援しました。

https://www.pref.shiga.lg.jp/kensei/koho/tvshiga/331920.html

県内中小企業等の新製品開発・新技術開発を支援しました。 CO₂
ネットゼロに資する研究開発４件を採択し、高効率なヒートポンプを
採用した洗浄機の開発や木質アスファルトの長寿命化に関する研究
開発について支援しました。

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/shigotosangyou/kougyou/339944.html

ＣＯ₂排出量削減に取り組もうとする製造事業者に対し、啓発セミナー
や専門家派遣等、企業の取組段階に応じた支援を行いました。
・セミナー３回開催：延べ135名参加

・県内企業における排出量削減取組の状況調査：30件
・排出量の算出・評価を行った or 行うことを決めた製造事業者：１1社

【イノベーション推進課/商工政策課】

近未来技術社会実装推進事業で支援した
近未来技術シーズについて、新たな連携を
促進するための交流会イベントを開催。
〇令和6年10月18日
「空の移動革命 空飛ぶクルマのこれまでの
取組と今後の展開」
〇令和7年1月20日
「大阪・関西万博に関連する近未来技術の取組」

また、滋賀県を支える多様な産業の創出やＣＯ₂
ネットゼロ社会の実現に向け、ＧＸに繋がる県内外の
近未来技術シーズを発掘し、その分析を実施した。



グリーン投資の促進

研究開発・技術移転 【東北部工業技術センター】

ESGに関連する目標へのコミットメントのための資金調達の一環
として、３回目のサステナビリティ・リンク・ボンドの発行を行いまし
た。

【中小企業支援課】

県内製造業による製品ライフサイクル全体を見据えたCO₂排出量削
減に向けた取組を促進するために、金属3Dプリンタ、バイオプラス
チック、耐水素部材についての研究開発を実施し、研究発表、講習会、
勉強会等を通じて情報提供を行いました。

【工業技術総合センター】
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省エネおよびＣＯ₂排出量削減に取り組む中小企業者等に対し、省エ
ネ・再生可能エネルギー設備等の導入に必要な資金を貸し付けました。

「県内産出プラスチック材料の利活用と高付加価値化のための機
能制御技術開発」等CO₂削減に貢献するテーマを中心に合計5件に
ついて、外部資金導入等により東北部工業技術センターで研究開発
し、新技術の研究成果を企業等に移転するとともに、共同研究の実
施により、実用化に必要な課題解決を図りました。

【財政課】

地場産業等におけるサステナビリティ支援

【イノベーション推進課】

地場産業事業者および伝統的工芸
品の製造事業者が取り組む、環境負
荷低減に資する事業に要する経費の
一部を補助することにより、近江の地
場産業および近江の地場産品が時代
の変化に適合していくための新たな
取組を支援しました。

補助件数 6件

採択内容
・製造工程で発生した端材や不良品
を利用した新商品開発(廃棄物低減)
・製造方法の見直しによる燃料削減
など



対策数値指標３

■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量

事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量 １２０万ｔ-CO₂

2030年度目標
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120万t-CO2

県域の温室効果ガス排出量
の約16.9％

63.0万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス排出
量の約5．8％)

70.1万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス排
出量の約6．7％)

万ｔ-CO₂

２８.３万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス
排出量の約2．6％)

57.4万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス排
出量の約5.4％)



４. 資源の地域内循環による地域の活性化

１ 太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーの確保

2 エネルギーの地産地消のモデルとなる取組の掘り起こし

３ 地域の資源が地域内で消費される仕組みの構築

４ 廃棄物等が活用され循環する仕組みの構築

１

２

３

４

● 地域で使用するエネルギーを地域で賄う仕組みが必要
・太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーの導入拡大につ
いて、用地の確保、導入コストの低減等に配慮し推進する必要が
あります。
・太陽光パネルや小水力発電設備の小型化・高効率化といった技
術的な進歩もふまえ、これまで設置できなかった箇所への導入に
ついても検討が必要です。
・大規模発電施設の開発にあたっては、環境や景観に対する配慮
が必要です。

● 農産物をはじめとする生産物の地産地消の推進が必要
・様々な生産物の地産地消の取組が広がることで、輸送の合理化
による温室効果ガス排出削減につながるだけでなく、地域経済の
活性化にもつながります。

● 地域の未利用資源の活用が必要
・未利用材や廃棄物など、未利用のままの地域の資源を有効に活
用することで、貴重な資源の新たな採取や廃棄物の焼却を抑制
するだけでなく、地域の活性化など地域課題の解決にもつながり
ます。

課題

モデル的な地域の取組として県が選定する活動の件数（2022年～2030年累計） ２０件以上
下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の貢献量 8,６00ｔ-CO₂

2030年度目標
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１ 太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーの確保 2 エネルギーの地産地消のモデルとなる取組の掘り起こし１ ２

家庭への太陽光発電設備の導入支援
【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

再掲１－１

県内からの脱炭素先行地域創出に向けた取組

中小企業等への太陽光発電設備の導入支援

再掲２－１

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

家庭部門のＣＯ₂ネットゼロに向けて、家庭においてエネルギーを「減
らす」「創る」「賢く使う」取組を広めるため、個人の既存住宅において太
陽光発電等のスマート・エコ製品を購入・設置された方に対して助成を
行いました。

中小企業等における計画的な再生可能エネルギー等設備の導入を促
進するため、 （公財）滋賀県産業支援プラザが行う中小企業等への設
備導入補助事業に対して助成を行いました。

県と市町の担当者がCO２ネットゼロに関する情報の共有や意見交換、
研修を行う場として「県市町CO２ネットゼロ研究会」を開催しました。
カーボンニュートラルの実現を目指すと同時に地域の魅力と暮らし
の質を向上させる全国的なモデル地域である「脱炭素先行地域」とし
て選出された米原市と湖南市では下記取組が進んでいます。

【令和６年度の取組】
●米原市
『農山村の脱炭素化と地域活性～米原市「ECO VILLAGE構想」～』

• 米原駅周辺の公共施設および事業所に太陽光発電設備を導入、電
力供給のため自営線の整備を進めています。また耕作放棄地での
営農型太陽光発電事業の実施に向け、地権者や営農者、地域関係者
と調整中であり、継続した事業実現に向け、市民農園や地域おこし
協力隊の活用を含めて、地域外住民に関わりを持つ仕組みづくりを
行っています。

●湖南市
『さりげない支えあいのまちづくり オール湖南で取り組む脱炭素化
プロジェクト』

• 福祉施設等への太陽光発電・蓄電池の導入やマイクログリッドの構
築に向け、整備を進めています。また林福連携事業として、木質バイ
オマスボイラー・ストーブを設置し、障がいのある人の雇用を創出す
るため、薪割等の試験を開始しました。
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地域と調和した再エネ促進 【CO2ネットゼロ推進課】

滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり推進計画における再生可
能エネルギー導入目標の達成に向け、課題と必要な施策につ
いて調査・検討を実施しました。



３ 地域の資源が地域内で消費される仕組みの構築３

地域バイオマス（水草）の有効活用 【琵琶湖保全再生課】
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バイオマスエネルギー利用検討促進に向けた取組 【農政課】

家畜のふん尿をメタン発酵させた際に製造される堆肥（固形・液体）
について、水稲などで農作物の栽培実証を行い、地域が使いやすい
液肥・堆肥の活用方法の検証を進めました。
また、エネルギー作物（エリアンサスおよびジャイアントミスカンサス）
の栽培を開始し、水田における栽培データを収集しました。

琵琶湖の生態系および悪臭等生活環境に影響を及ぼす水草の対策
を推進するとともに、地域の資源を有効に活用するため、水草の有効
活用等についての新技術等の開発に対して支援を行いました。
・水草等対策技術開発支援補助金交付件数 ５件（有効活用に関する事業）

持続可能な畜産経営の確立

【畜産課・畜産技術振興センター】

県内の酪農、肥育経営では輸入穀物や輸入乾草がたくさん
利用されています。
水田率の高い本県農業の特徴を活かし、水田由来の飼料であ
る稲わらや、水田で生産が可能な飼料作物の作付け、または、食
品製造過程で発生する副産物等を利用することにより、畜産経
営に占める飼料費の低減が図れます。
併せて、飼料輸送に伴い発生するCO2の削減を図ることが可
能です。
（試験研究課題 ４件）（補助事業の実施 １件）など

農地から発生する地域有機資源の活用促進

【みらいの農業振興課】
地域に賦存し、農地への土壌炭素貯留
や減化学肥料栽培につながることが期待
される「農地から発生する地域有機資源」
の活用を促進するマニュアルを作成しま
した。

もみ殻



４ 廃棄物等が活用され循環する仕組みの構築４

下水汚泥の燃料化 【下水道課】
産業廃棄物の発生抑制 【循環社会推進課】

湖西浄化センターでの下水汚泥の燃料化事業を通じて、汚泥焼却時
に発生する一酸化二窒素を削減するとともに、燃料化物の利用先で
の石炭利用の減少により、温室効果ガス排出削減（2,119ｔ－ＣＯ₂）
につながりました。
高島浄化センターでは、場内にコンポスト化施設を設けて肥料を製
造し、地域で利用していただく地産地消による資源循環の構築を目
指しています。
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高島浄化センターコンポスト化施設

コンポスト

主に県内で排出される廃棄物等を再生したリサイクル製品認定事
業を実施し、公共事業等での利用促進を行いました。
また、県内の事業者が実施する３Rやサーキュラーエコノミーに係
る施設整備に対し支援を行ったほか、「ごみ減量・資源化情報」サイト
により廃棄物削減の取組事例の情報を発信し、事業者等の自発的な
取組を促進しました。

・滋賀県リサイクル製品認定制度 ～ビワクルエコシップ～
認定製品数 176製品
・産業廃棄物３Ｒ・循環経済促進事業費補助金
交付件数 １件（販路開拓１件）
・廃棄物削減の先進取組事例の情報発信 25件
（プラスチックごみ８件、食品ロス1１件、３Ｒ ６件）

再生繊維100％を使用したスタッフウェアの採用

【国スポ・障スポ大会局】
回収ペットボトル等から作られた
リサイクル繊維100%素材を使用
して、大会の運営スタッフやボラン
ティアが着用するスタッフウェアを
製作しました。
【R6製作数】
ベスト：7,000着/帽子：13,910個



対策数値指標４

■下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の貢献量
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モデル的な地域の取組として県が選定する活動の件数（2022年～2030年累計） ２０件以上
下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の貢献量 8,６00ｔ-CO₂

2030年度目標

2,119t-ＣＯ₂2,207t-ＣＯ₂
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■脱炭素先行地域の選定件数 ２件
令和４年度 ２件（米原市・湖南市）

■しがCO₂ネットゼロみらい賞・地域づくり部門表彰件数 ５件
令和6年度 2件 トヨタモビリティパーツ株式会社滋賀支社、株式会社がんさん
令和５年度 １件 長峰自治会連合会（東近江市）
令和４年度 １件 竜王町エコライフ推進協議会
令和３年度 １件 近江八幡市桐原学区協働まちづくり協議会

■バイオマス産業都市の選定件数 １件
令和４年度 １件（竜王町バイオマス産業都市構想）



５. 革新的なイノベーションの創出

１ 新たなイノベーションの創出

２ 森林以外の吸収源の確保

１

２

● エネルギーを効率的に利用するための、技術革新・エネルギー産業の活性化が必要
・電源のゼロエミッション化、運輸、産業部門の脱炭素化、再生可能エネルギーの効率的な活用など多様な貢献が期待できる水素の社会
実装に向けた検討が必要です。
・再生可能エネルギー導入の円滑化に資する蓄電池について、需要拡大や技術開発等による低コスト化・高性能化が求められます。

● 研究開発に関わる人材の育成が必要
・CO₂ネットゼロ社会づくりに寄与する専門的な知識や技術を有する人材の育成が必要です。

● 森林以外の新たな吸収源の確保が必要
・森林吸収以外の温室効果ガスの吸収・固定について、その実態調査や拡大についての研究が必要です。

課題

イノベーションにつながる新たなプロジェクトの件数（2022年～2030年累計） 10件以上

2030年度目標
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１ 新たなイノベーションの創出

２ 森林以外の吸収源の確保

１

２

【琵琶湖保全再生課】その他の吸収源

【みらいの農業振興課】土壌への炭素貯留

水素社会づくりの推進 【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

新たな技術の社会実装に向けた支援 【イノベーション推進課】

再掲３－１、２
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近未来技術の社会実装につながる実証実験について、CO₂ネット
ゼロに関する5件の取組の事業経費を補助し、コンクリートスラッジ
を利用し排ガス中の CO2 の固定化や風力発電用のプロペラの開
発などに係わる実証実験を支援しました。

https://www.pref.shiga.lg.jp/kensei/koho/tvshiga/331920.html

再掲2－4、7-1

炭素貯留効果の高い牛ふん堆肥について、ペレッ
ト化することによる散布の省力化および作物生産
性等を調査し、マニュアルに取りまとめました。
地域に賦存し、農地への土壌炭素貯留や減化学肥
料栽培につながることが期待される「農地から発生
する地域有機資源」の活用を促進するマニュアルを
作成しました。

環境こだわり農業の実践に加え、炭素貯留効果の高い堆肥施用や緑
肥の作付など、地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営
農活動に取り組む場合に、国、市町とともに支援を行いました。
・実施件数：423件
・取組面積：12,354ｈａ
うち、地球温暖化防止に資する取組面積：11,893ｈａ
・ＣＯ₂削減効果：2５,372t-ＣＯ₂/年

もみ殻

ペレット牛ふん堆肥

琵琶湖のヨシ群落が持つCO₂吸収を含む多様な機能が健全な形で
発揮されるよう、ヨシ群落保全基本計画に基づくヨシ群落育成と維
持管理事業を東近江市等4市で実施しました。ボランティア団体（９
団体）が実施するヨシ植栽、ヨシ刈り等を支援することで、県民によ
るヨシ群落保全の取組を推進しました。その結果、ＣＯ₂を１３．2t回
収できました。

国の基本戦略を踏まえ、県内での水素サプライチェーン構築の具現
化に向けたロードマップを作成するとともに、特定地域における事業
者などと連携した水素拠点整備を目指したプロジェクト組成を検討し、
実現に向けた課題の解決策を整理しました。また、実機を用いた実証
試験およびセミナーを行い、水素関連機器の導入促進を図りました。
水素サプライチェーン構築に向けたワーキンググループ２回
燃料電池フォークリフトを使用した実証試験2回
セミナーの開催1回
燃料電池フォークリフトワーキングループ３回
熱利用機器ワーキンググループ２回

再掲３－１、２

段階に応じたCO₂排出量削減取組の支援

【イノベーション推進課】

ＣＯ₂排出量削減に取り組もうとする製造事業者に対し、啓発セミナーや
専門家派遣等、企業の取組段階に応じた支援を行いました。

・セミナー３回開催：延べ135名参加

・県内企業における排出量削減取組の状況調査：30件
・排出量の算出・評価を行った or 行うことを決めた製造事業者：１1社



対策数値指標５

イノベーションにつながる新たなプロジェクトの件数（2022年～2030年累計） 10件以上
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13件



６. ＣＯ₂ネットゼロ社会に向けた
ムーブメントの創出

１ しがCO₂ネットゼロムーブメントの拡大

2 消費行動の変容に向けた効果的な啓発

１

２

● ＣＯ₂ネットゼロ社会に向けた取組が個々の県民や事業者に「自分ごと化」される仕組みが必要
・直面する気候変動に対する危機意識を共有するとともに、ＣＯ₂ネットゼロ社会に向けた取組が「自分ごと化」される必要がある。
・ＣＯ₂ネットゼロ社会の実現に向け、個々の家庭や企業ができることをわかりやすく示し、広く定着させる必要がある。

● 消費者としての意識・行動変容が不可欠
・温室効果ガス排出量の削減につながるプラスチックごみや食品ロスの削減に向けた取組をはじめ、グリーン購入、エシカル消費等の取
組をとおして、多くの県民の行動変容につなげていく必要がある。

課題

「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 100％

2030年度目標
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１ しがCO₂ネットゼロムーブメントの拡大１

ネットゼロフォーラムの開催
【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

次世代リポーターによる情報発信 【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

ネットゼロに関する県ウェブサイト運営 【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

脱炭素に関する県のサイト「ゼロナビしが」により県民、事業者、団体等
向けに県の温室効果ガス削減状況や省エネ、再エネ促進に関する情報発信
を行いました。

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

再掲１－２

地球温暖化防止活動推進センターの活動

再掲２－２

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】表彰制度を通じた取組の拡大

次世代の若者がCO₂ネットゼロに資する取
組を行う企業を取材。（18名・5企業）
取材内容は若者の感性を活かした記事にし
て、県SNS等で配信し、県民に分かりやすい
情報を届けることで「自分ごと化」・「行動変
容」への波及を図りました。

企業等がリアルに参集するプラットフォームとして立ち上げた
「ネットゼロフォーラムしが」を令和6年度は２回開催し、ネットゼロ
に向けた話題提供、参加者同士の情報交流を行いました。
また、個別テーマによる少人数制の分科会を、2テーマで各テー
マ3回開催しました。

テーマA：自社から排出される温室効果ガス排出量の見える化
テーマB：商品・サービスのライフサイクル全体から排出される

温室効果ガス排出量の見える化
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びわ湖カーボンクレジットによる取組の見える化

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

MLGｓ（マザーレイクゴールズ）の推進 【琵琶湖保全再生課】

環境教育の推進 【幼小中教育課】

環境立県として、持続可能な社会の実現に向けた環境教育プログ
ラムの開発および実践を進めるとともに、学校における環境教育充
実と指導にあたる教員の指導力向上を図るため、「しが環境教育研
究協議会」を開催しています。
小中学校および義務教育学校の学校代表が3年に1回の参加（県
立・国立・私立学校は希望参加）により、令和6年度には、計101名の
参加がありました。
令和４年度からのテーマを、「ＣＯ２ネットゼロと生活とのつな

がりを意識した環境学習～自ら行動できる子どもの育成～」とし、
ＣＯ２ネット・ゼロに向けての環境学習の講義やエコ・スクール
実践発表、環境教育に関わる教材紹介などを行いました。
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地域における多様な活動が自発的に創出され、ひいては琵琶湖流
域の自然環境やそれをとりまく暮らしの改善、持続可能な社会につ
ながるよう、琵琶湖版SDGsであるマザーレイクゴールズ（MLGs）
の推進に向けた取組を行いました。令和５年度は、MLGｓのワーク
ショップを３０回開催し、のべ１,６０７人が参加しました。また、学生ラ
イターによる取材や、公式サイトMLGｓ WEB、SNS等による情報発
信を実施しました。

県内事業者・団体向けのクレジット創出・活用の相談窓口の設置、セ
ミナーおよび個別相談会の開催、伴走支援を実施しました。

・相談窓口： 26件
・セミナー： 35者
・個別相談会： 南部３者

北部２者
・伴走支援先： ４者

ムーブメントを促進する人材育成 【高校教育課】

高等学校における「環境マインドを持った人材の育成」や「自主的な環境
保全・改善活動の推進」等の取組を推進するため、新規校・継続校を合わ

せた６校で脱炭素に関する課題研究や探究学習等の取組を行い、ＣＯ２

ネット・ゼロに向けた意識の醸成を図りました。

フィールドワークの様子（伊香高校） 環境保全・改善活動の様子（虎姫高校）



2 消費行動の変容に向けた効果的な啓発

買い物に伴うごみの減量、食品ロス削減の啓発

【循環社会推進課】

２
エシカル消費の推進

【県民活動生活課】

エシカル消費を県民一人ひとりが自分事として捉え、日々の
生活に定着させることを目的として、関係課等とのネットワーク
を活用し、消費者および事業者にエシカル消費啓発活動を行い
ました。
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しがプラスチックチャレンジ
プロジェクトキャラクター
湖神 挑一（こがみ ちょういち）

【啓発イベント】

〇 滋賀県消費生活センター主催の
パネル展示にて同時展示

・イオン近江八幡
ショッピングセンター（9/9～18）
・イオンタウン野洲（10/1～18）
・イオンタウン彦根（11/19～28）

〇 草津市主催「地球冷やしたい推進フェア」に
一般社団法人 滋賀グリーン活動ネットワークと
ともに参加

・イオンモール草津（12/14）
パネル展示および
エシカル消費啓発活動

買い物に伴って発生するごみ減量の啓発キャンペーンを「滋賀県買い
物ごみ・食品ロス削減推進協議会」の構成団体を中心とした事業者、県
民団体、市町等と連携して実施したほか、プラスチックごみ・食品ロス削
減優良取組表彰等
を実施しました。

プラスチックごみ・食品ロス削減優良取組知事表彰５者

また、平成25年度から実施している事業者、県民団体、行政による
「レジ袋削減の取組に関する協定」について、令和４年度にレジ袋以外の
プラスチックごみ削減の取組についても盛り込んだ内容で「しがプラス
チックごみ削減行動宣言」として協定内容の改定を行いました。

【レジ袋削減の取組に関する協定】

無料配布中止事業者37（店舗数４40）、
削減取組事業者２（店舗数2）、団体 11、市町 18、県

マイバッグ等持参率（レジ袋辞退率）：88.8％（R6）

【しがプラスチックごみ削減行動宣言】

宣言実施者数：３７事業者４６６店舗

加えて、平成29年度から実施している食品ロス削減に取り組む飲食
店、宿泊施設、食料品販売店を推奨店として登録する「三方よしフードエ
コ推奨店制度」の登録店舗数の拡大と普及啓発を行った。

登録店舗数：食料品小売店２１９、飲食店・宿泊施設1６９ 計３８８店舗
令和５年１０月から、県民に対し、ライフスタイルを見直し、プラスチッ

クごみ削減に向けた実践行動のチャレンジを後押しする「しがプラス
チックチャレンジプロジェクト」を展開しています。その一環として、サー
キュラーエコノミー啓発促進イベントを実施しました。



対策数値指標６

Q.既に取り組んでいるＣＯ₂ネットゼロにつながる取組を選んでください。（○はいくつでも）
自然災害や気温の上昇、生態系の変化など、本県においても温室効果ガスの増加による地球温暖化の影響は深刻
なものとなっています。そういった影響を防ぐため、滋賀県はＣＯ₂ネットゼロ（温室効果ガス排出量実質ゼロ）につな
がる取組を推進しています。

⇒ 「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 ９３．６％（R５年度91.8%）
不明・無回答を除く場合、９４．７％ （R５年度 94.７%）

（資料）第5７回県政世論調査 （令和６年６月14日～令和６年７月１日） 有効回収率6４.３％

「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 100％

2030年度目標

34
最新実績
集計中



７. 気候変動への適応

１ 今後の気候変動に適応した持続可能な産業や社会づくりの推進

2 気候変動の危機感の浸透による適応策の定着

１

２

● 県内でも気候変動影響が顕在化しており、モニタリング等による現状の把握が必要

● 気象の将来予測情報や気候変動影響評価情報など、適応策の推進に向けた科学的知見のより一層の充実が必要

● 県民等とのリスクコミュニケーションによる情報の収集や発信を継続的に進めていくことが必要

課題

「気候変動リスクへの備えができている」と回答する県民の割合 ６０％

2030年度目標
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１今後の気候変動に適応した持続可能な産業や社会づくりの推進

2 気候変動の危機感の浸透による適応策の定着

１
２

気候変動に打ち克つ持続可能な生産体制の構築

【みらいの農業振興課】

水稲等の品種改良および栽培試験 【農業技術振興センター】

気候変動影響を踏まえたCO2ネットゼロ社会づくりにかかる試験研究

【琵琶湖環境科学研究センター】

夏季の高温登熟性に優れ、減化学肥料栽培に
対応可能な水稲として育成した新品種「きらみ
ずき」に関して、収量の安定化（精玄米重
540kg/10a以上）と、施肥量の低減に向けた
成熟期の最適な窒素吸収量を解明し、安定生
産と施肥節減に向けた窒素施肥体系を示しま
した。

36

気候変動による農作物への影響リスクが高まると予想されることか
ら、影響軽減対策の実施体制の強化、安定生産のための適応策の強化
と支援および農業者への啓発活動を実施しました。

①人工衛星やドローンを活用したリモートセンシングにより水稲の生育
診断を行い、追肥の必要性の有無等の情報を｢水稲の技術対策情報
（臨時号）｣（令和6年7月12日）として発表し、猛暑におけるリスク軽減
対策を呼びかけました。

②本県農業の気候変動への適応力を高めるための技術開発を行った。
・気候変動の影響が少ないブドウ品種「シャインマスカット」について、
高品質な果実を省力的に生産するための摘粒方法を確立しました。
・温暖な気候で栽培される柑橘類の品種適応性を検討しました。

③園芸産地における事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を推進するとともに、
既存ハウスの補強等の取組を支援した。
・ＢＣＰ策定の推進面積 延べ ５９．５７ha
・既存ハウスの補強等の被害防止対策への支援 １協議会

ネットゼロ社会実現にむけ
た自然資本活用のための地
域づくりに関する研究、気候
変動が琵琶湖の水質・生態系
にもたらす影響と適応策に関
する研究、多面的機能の発揮
に必要な森林管理モデルの構
築に関する研究などを実施し、
施策立案に活用するための情
報を提供しました。

気候変動

CO2 影響影響

供給・制約

経済・社会

自然資本と経済社会システムの
関わり方に関する合意形成

需要・対策

自然資本と
経済社会シ
ステムをつなぐ
循環を数理
モデルで解析

自然資本

景観

生物多様性

木材

エネルギー

食料

炭素吸収

自然資本に対する
県民意識

社会経済活動

県
外

県
外



１今後の気候変動に適応した持続可能な産業や社会づくりの推進

2 気候変動の危機感の浸透による適応策の定着

１
２

気候変動適応策の普及啓発 【琵琶湖環境科学研究センター】
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生物多様性の確保 【自然環境保全課】

【生物多様性しが戦略2024の推進】
・生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せる「ネイチャーポジティ
ブ（自然再興）」の実現に向けて、保全・活用・行動の3つの方針のも
と、社会・経済活動の基盤となる滋賀の生物多様性を守り、未来に引
き継いでいくための取組をみんなで進めていくため、令和６年３月に
策定した「生物多様性しが戦略2024～自然・人・社会の三方よし
～」に基づき、多様な主体との連携を進めました。

【しが生物多様性取組認証制度】
・生物多様性の保全と自然資源の持続的な利活用に取り組む事業者
を認証しました（R６年度：８者、累計７０者）

1 大和リース株式会社滋賀水口デポ・関西工場

2 東レ株式会社滋賀事業場

3 福田金属箔粉工業株式会社滋賀工場

4 日東電工株式会社滋賀事業所

5 ローム株式会社滋賀工場

6 京セラ株式会社滋賀東近江工場

7 株式会社内田組

8 ダイキンパイピング株式会社

R６年度認証者一覧

滋賀県で顕在化しつつある気候変動影響について、滋賀県民が実感
している気候変動影響や実践している気候変動適応策に関する情報、
データを収集し、分野別および地域別に整理し、データベースを作成し
ました。
また、地域で保存されている観察記録やモニタリングデータや、まち
あるきなどのワークショップを通じて、地域でどのような気候変動影響
が生じるのかを検討するための市民参加型ワークショップを行いまし
た。

気候変動影響情報収集ワークショップ

県民防災力の向上 【防災危機管理局】

防災意識の向上や自助共助による地域防災力向上のため、小学校４
年生程度から大人までが使っていただけるマイ・タイムライン作成ツー
ルである「しがマイ・タイムライン」を専門家の意見等を聞きながら作成
し、県内の小中学校、高校および大学１８校1,292名、自治会等２４４
名に対してマイ・タイムライン作成講座を実施しました。

気候変動に対応した農業基盤整備 【耕地課】

大規模な農業経営の実現を図ると共
に、ゲリラ豪雨や大型台風から農地を守
るため、気候変動に対応した農地の区画
整理や老朽化した末端農業用用排水施
設の更新等の農業生産基盤の整備を進
めます。（実施地区数 ２０地区）



対策数値指標７

Q.熱中症、浸水、土砂災害といた気候変動による災害リスクについて、十分に備えができていますか。
あなたの状況に最も近い選択肢を選んでください。（〇は１つだけ）

A.回答結果

⇒ 十分またはおおよそ備えができている県民の割合 3７．７％（R５年度３７．６％）
一部備えができている県民を含めると８６．５% （R５年度 ９２．０％）

（資料）令和６年度県政モニターアンケート調査 （令和６年7月） 回収率８１．３％

「気候変動リスクへの備えができている」と回答する県民の割合 ６０％

2030年度目標

38

最新実績
集計中



８. 県における率先実施

１ 省エネルギーの推進

2 自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出抑制

３ 再生可能エネルギーの利用促進

４ 環境物品等の調達の推進

５ 3Rの推進およびその他資源の有効利用

６ その他温室効果ガスの排出削減等の取組推進

１

２

３

４

５

６

●節電等のソフト面の取組に加え、ハード面の取組も必要
・断熱化や高効率機器の導入など、さらなる施設の省エネ化が必要
・公用車について、特に乗用車については、電動車の計画的な導入が必要

●排出量の大幅削減のためには、再生可能エネルギーの利活用も必要

課題

県庁における温室効果ガス排出量（2014年度比） 50％削減

2030年度目標
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１ 省エネルギーの推進１
県有施設のLED照明の整備

県有施設における木材利用の促進 【建築課】

40

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

県有施設の営繕工事においては「公共建築物における滋賀県産木
材の利用方針」に基づき積極的に県産木材を活用し、木造化・木質化
を進めており、R６年度は１件の工事で木質化し、県産木材を利用し
ました。

県有施設の照明をＬＥＤ化するこ
とにより、施設の省エネ化を推進す
るとともに、電気代の節減を図りま
した。
特に、令和６年度は、より強力に

LED化を推進するため、各地域の
合同庁舎を始めとする県有施設４１
施設、約２９,０００灯を一括して発
注することにより、スケールメリット
を生かしコストの削減を図るなど、
効率的にLED照明を整備しました。

県庁舎遮熱フィルム整備事業 【総務部総務課】

○本県はSDGs未来都市として、温
室効果ガスの排出削減を推進し、地
球温暖化対策を図るため、
県庁舎の省エネ化対策として、遮
熱フィルムを貼り付けることにより
日射侵入を抑え、執務室内の温度変
化の低減を図る。

［実 績］
〇 県庁舎 本館西面窓ガラス

施工窓面積 １５０m2

修繕費 ７８６千円

［記載される効果］
〇 冷房効果が向上することによる、電気およびガス使用量の削減
＝エネルギー使用量削減

<効果事例>
・ファンコイルユニットの稼働停止
・冷温水発生機 送り出し温度の変更

［過去実績］
〇 令和４年度に新館
〇 令和５年度に東館南面窓ガラスに施工済み

施設改修時における省エネ化 【教育総務課】

県立学校の老朽化対策工事の仕様を検討する際、CO2排出
量の削減につながるよう、省エネ仕様の施工内容で設計を行
いました。
（高等学校４校）



2 自動車等の使用に伴う温室効果ガスの排出抑制２

次世代自動車の公用車への率先導入 【各所属】

オンラインによる会議の開催 【DX推進課】

学習船「うみのこ」へのBDF活用 【幼小中教育課】

学習船「うみのこ」の燃料としてBDF （バイオディーゼル燃料）を使用
しました（全燃料の１０％程度）。
・令和５年度BDF給油量：20,7９７L
・令和6年度BDF給油量：20,7５０L

41

会議の開催方法をオンラインにしたことにより、現地集合型の会議
や研修を開催した場合の移動によるＣＯ₂の排出を削減しました。
令和６年度 オンライン会議９,１８３回（参加人数108,844人）

県の公用車としてR６年度１６台の次世代自動車を導入しました。
（計：ハイブリッド １５台、EV １台）

警察車両としてR６年度32台の次世代自動車を導入しました。
（PHEV 29台、EV 3台）



３ 再生可能エネルギーの利用推進

４ 環境物品等の調達の推進

３

４

県有施設への太陽光発電設備の導入可能性調査

【ＣＯ₂ネットゼロ推進課】

グリーン購入の推進
【管理課】

５ 3Rの推進およびその他資源の有効利用

６ その他温室効果ガスの排出削減等の取組推進

５

６

省資源・プラスチックごみ削減等にかかる職員の行動推進

【循環社会推進課】

県イベントのカーボンオフセット開催
【スポーツ課】

42

びわ湖マラソン2025において、
協賛企業である滋賀銀行からの
提供およびランナーからの「CO₂
ネットゼロ協力金」により購入し
たびわ湖カーボンクレジットによ
り、大会で排出されるCO₂をオ
フセット（52トン分）しました。

県の物品等の調達においてグリーン購入を推進しており、令和６年

度のグリーン購入率は９１．３８％でした。

※「滋賀県グリーン購入判断基準」による

令和５年度に実施した「県有施設への太陽光発電設備の導入可
能性調査」の結果を踏まえ、令和７年度に実際に太陽光発電設備
を導入する施設を決定し、県有施設で初めてのPPAモデルによ
る導入に向け、事前調整や想定積載量の設計等を実施しました。

令和５年10月から新たに開始した
「しがプラスチックチャレンジプロジェ
クト」の一環として、ペットボトル等の使
い捨てプラスチック製品の使用を抑制
するとともに、プラスチックごみ削減の
実践取組を促進するため、県庁舎に加
えて、矢橋帰帆島公園にもマイボトル
用給水機を導入しました。



対策数値指標８

県庁における温室効果ガス排出量（2014年度比） 50％削減

2030年度目標

43

最新実績
集計中



対策数値指標一覧

計画柱 目標（2030年度） 実績

【１】 CO₂ネットゼロにつながる快適な
ライフスタイルへの転換

■県民１人あたりのCO₂排出量 67％削減（２０１３年度比）
■県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合70％

■２９％ ※2022年度

■62.0% ※2024年計

【２】 自然環境と調和するＣＯ₂を排出
しない地域づくり

■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量
50％削減（２０１３年度比）

■EV・PHV用の充電器設置台数 急速充電器 390基 普通充電器 1,560基

■３８．３％

※2023年度

■急１５7基、普６８６基

※2025年3月

【３】 新たな価値を生み出し競争力の
ある産業の創出

■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量
１２０万ｔ-CO₂

■５７．４万ｔ-CO₂
※2023年度

【４】 資源の地域内循環による地域の
活性化

■モデル的な地域の取組として県が選定する活動の件数（2022年～2030年
累計） ２０件以上

■下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の
貢献量 8,６00ｔ-CO₂

■8件
(2022～2024年度までの累計)

■2,119ｔ－ＣＯ₂
※2024年度

【５】 革新的なイノベーションの創出
■イノベーションにつながる新たなプロジェクトの件数（2022年～2030年累計）

10件以上
■13件
(2022～2024年までの累計)

【６】 ＣＯ₂ネットゼロ社会に向けた
ムーブメントの創出

■「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 100％
■９３．６％
※2024年度 県政世論調査

【７】 気候変動への適応 ■「気候変動リスクへの備えができている」と回答する県民の割合 ６０％
■３７．７％
※2024年度 県政モニター

【８】 県における率先実施 ■県庁における温室効果ガス排出量（2014年度比） 50％削減
■２６.８%

※2023年度実績

44《下線の数値は最新実績集計中》


